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１ 業務実績（別表１参照） 

（１）利用状況について 

 平成２６年度の患者の利用状況は、入院・外来合わせて年延数で２１４，８２９人となっており、

前年度と比較し４，８５０人（２．２％）減少している。その内訳は、入院患者数が前年度と比較し

２，１４５人（２．７％）減少の７７，９２７人、外来患者数が前年度と比較し２，７０５人（１．

９％）減少の１３６，９０２人である。 

 患者数を科別にみると、入院で増加した主な科は、外科、産婦人科で、前年度と比較し、外科７４

８人、産婦人科２９０人増加している。減少した主な科は、整形外科、内科、精神科で、前年度と比

較し、整形外科１，３３７人、内科１，０６１人、精神科６００人減少となっている。 

 一方、外来では、前年度と比較し増加した主な科及び人数は、整形外科８０３人、眼科６１２人で

あり、減少した主な科及び人数は、精神科１，９８１人、内科１，６３９人、皮膚科６０３人である。 

 病院経営上重要な指標とされる一般病床利用率は８２．１％で、前年度より２．３ポイント低くな

った。ちなみに、同規模病院の全国平均は６８．７％となっており、当市の利用率は全国平均を上回

っている。 

（注）病院事業会計決算審査意見書の本文中、「同規模病院の全国平均」とは平成２５年度地方公営企

業年鑑（第６１集）の病床数２００床以上３００床未満の公立病院の平均値であり、「全国平均」と

は全国の市（指定都市を除く）が経営する３６８の病院の平均値である。 

 なお、人間ドックの利用は、日帰りで４６１人、一泊で４７人となっている。 

 

（２）その他 

 職員数は、平成２７年３月３１日現在、医師４１人を含む３３２人で前年度より２人の減少で、職

員１人当たりの患者数は６４７人で、前年度と比較し１１人減少している。なお、全国平均は６５４

人となっており、当市が７対１看護体制をとっているため下回っている。 

 また、職員１人当たりの診療収入（入院＋外来）は１，４４１万円で、前年度と比較し４７万３千

円（３．２％）の減少となり、全国平均１，４６８万５千円を下回っている。 

 

２ 決算報告書（別表２参照） 

（１）収益的収入及び支出について 

 事業収益は、予算額６２億９，８３７万円に対して決算額は６２億２，５１８万９千円（うち、仮

受消費税額１，８６９万５千円）で、決算比率は９８．８％となっている。その主な内訳は、医業収

益が５１億４，０３３万５千円、医業外収益が４億９，１６６万２千円、特別利益が５億９，３１９

万２千円である。 

 事業費用は、予算額９１億９，１８４万円に対して決算額は８３億４，２２３万円（うち、仮払消
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費税額１億３，０２０万円）で、決算比率９０．８％となっており、その内訳は、医業費用６０億３，

２１７万１千円、医業外費用が２億１，００６万４千円、特別損失が２０億９，９９９万４千円であ

る。 

 

（２）資本的収入及び支出について 

 資本的収入は、予算額６億４，４３８万５千円に対して決算額は５億１２０万３千円で、決算比率

は７７．８％となっている。その主な内訳は、企業債が２億５，２３０万円、市一般会計からの出資

金が２億４，８９０万３千円である。このうち、一般会計出資金は病院の建設改良費及び企業債元金

償還金のうち、その２分の１を基準（ただし、平成１４年度までに着手した事業に係る企業債元金償

還金にあっては３分の２）とするものである。 

 資本的支出は、予算額８億６，０２２万円に対して決算額は７億１，７７２万３千円（うち、仮払

消費税額１，８８２万２千円）で、決算比率は８３．４％となっている。その主な内訳は、医療機器

購入等に係る建設改良費が２億５，４２１万３千円、企業債償還金が４億６，２０５万円である。 

 なお、資本的収支決算額で２億１，６５２万円の不足が生じているが、当年度分消費税及び地方消

費税資本的収支調整額８７万４千円、過年度分損益勘定留保資金２億１，５６４万６千円で補てんさ

れている。 

 

３ 経営成績（損益計算書）（別表３参照） 

（１）収益について 

 事業収益は６２億６４９万４千円で、前年度と比較し４億４，７０５万円（７．８％）の増加とな

っている。 

 医業収益は５１億２，３６２万１千円で、事業収益の８２．６％を占めており、前年度と比較し１

億８，１７２万９千円（３．４％）の減少となっている。このうち、入院収益は３４億６，１７１万

９千円で、前年度と比較し２億１，５０１万２千円（５．８％）の減少となっている。延べ入院患者

数は前年度より２，１４５人減少し、入院患者１人１日当たりの診療収入は４４，４２３円で、前年

度より１，４９５円（３．３％）の単価ダウンとなった。これは同規模病院の全国平均３７，５１８

円を上回っている。一方、外来収益は１３億２，２５５万１千円で、前年度と比較し２，８２７万１

千円（２．２％）の増加となっている。延べ外来患者数は前年度より２，７０５人減少しており、患

者１人１日当たりの診療収入は９，４８０円で、前年度より３３３円（３．６％）の単価アップとな

っている。これは同規模病院の全国平均９，４３８円を上回っている。 

 医業外収益は４億８，９６８万円で、前年度より４，１４２万１千円（９．２％）の増加となって

いる。 

なお、特別利益は５億９，３１９万２千円で、前年度と比較し５億８，７３５万８千円の大幅な増
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加となっている。これは、年度当初に計上していた退職給付引当金について、年度末に再計算した結

果、計上額を修正したためである。 

 

（２）費用について 

 事業費用は８２億１，２０３万円で、前年度と比較し２１億６，４６２万３千円（３５．８％）の

増加となっている。 

 医業費用は５９億１，２９８万３千円で、事業費用の７２．０％を占め、前年度と比較し２，３９

９万１千円（０．４％）の増加となった。このうち減少した主なものは、材料費である。材料費は９

億４，７４９万円で、前年度に比べ１，１９６万４千円（１．２％）の減少となっている。これは、

入院患者数減などの影響によるためである。一方、増加した主なものは、経費、減価償却費である。

諸費用に係る経費は８億９，９５９万円で、前年度と比較し１，７２７万２千円（２．０％）の増加

となっている。これは主に、修繕費や委託料等の増加によるためである。減価償却費は４億４，４６

２万３千円で、前年度と比較し１，２９４万５千円（３．０％）の増加となっている。これは主に、

前年度に購入した医療機器等の増加によるためである。 

 医業外費用は１億９，９０６万４千円で、前年度と比較し４，６３８万６千円（３０．４％）増加

している。このうち増加した主なものは、雑損失である。雑損失は１億４，０７１万４千円で、前年

度と比較し５，０６３万９千円（５６．２％）の増加となっている。これは、平成２６年４月より消

費税額が８％に上がったため、収益的支出及び貯蔵品に係る控除対象外消費税額が増加したためであ

る。 

 なお、特別損失は２０億９，９９８万３千円で、前年度と比較し２０億９，４２４万６千円の大幅

な増加となっている。これは主に、地方公営企業会計制度の改正に伴い、退職給付引当金等の計上に

よるものである。当年度不納欠損処分した診療収入の窓口未収金（患者の自己負担分）は１０１件、

３１９万４千円（消費税込み）となっている。 

 

（３）損益について 

 当年度の損益は、事業収益６２億６４９万４千円に対し、事業費用は８２億１，２０３万円で、差

引き２０億５５３万６千円の純損失となり、前年度と比較すると、１７億１，７５７万３千円の大幅

な減益となっている。（次表参照） 

これは主に、地方公営企業会計制度の改正により、退職給付引当金等による特別損失の費用計上額

が多大なため、また、入院患者数の減少や診療報酬の実質マイナス改定の影響等のためである。 
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経 営 収 支 推 移 表       （単位：円） 

  

区分

年度 金　　　額 指数 金　　　額 指数

24 6,222,080,045 100.0 6,565,218,182 100.0 △ 343,138,137

25 5,759,443,212 92.6 6,047,406,474 92.1 △ 287,963,262

26 6,206,493,596 99.7 8,212,029,627 125.1 △ 2,005,536,031

事業収益 事業費用
純 　 利 　 益

 

  （注）指数は２４年度を１００とした。 

 

（４）損益分析について 

 総収支比率は、収益と費用の相対的な関連性をみるもので、その値は７５．６％であり、地方公営

企業会計制度の改正の影響等もあり、前年度を１９．６ポイント下回っている。 

 経常収支比率は、経営成績を示す係数で、前年度を３．４ポイント下回って、９１．８％となった。 

医業収支比率は、医業活動の能率を示す係数で、前年度を３．４ポイント下回って、８６．７％と

なった。 

 

４ 財政状態（貸借対照表）（別表４参照） 

（１）資産について 

 資産総額は４７億２３万７千円で、前年度と比較し３億１，７２５万９千円（６．３％）の減少と

なっている。これは、建物で１億６，５６１万９千円（６．３％）、器械備品で１億３，８９５万９

千円（１３．１％）減少したことが主な要因である。資産の主な構成状況をみると、有形固定資産３

８億２，８８６万円（８１．５％）、未収金８億１，８３８万２千円（１７．４％）となっている。 

 未収金は、医業未収金８億２，０１７万５千円、医業外未収金９２０万６千円、破産更生債権等１，

８９８万３千円からなり、そのうち、貸倒懸念債権につき貸倒引当金１，０９９万９千円と破産更生

債権等の貸倒引当金として１，８９８万３千円を計上している。また、医業未収金のうち、大部分が

社会保険及び国民健康保険の診療報酬であるが、これは、それぞれの支払基金の審査を経る関係上、

常時２ヶ月以後の入金となるためである。基金請求分他を除いた窓口未収金（患者の自己負担分）は

６，８６９万１千円となっている。 

 未収金の整理については、過年度分（平成６年度から平成２４年度まで）の整理状況をみると、前

年度末でこの分の未収が６０１件、３，２９８万７千円、当年度末が３６３件、２，６８６万２千円

である。したがって、不納欠損処分した３１９万４千円を含めて、当年度における過年度分の未収金

の整理は６１２万５千円である。 

 

（２）負債について 
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 負債総額は５７億２，９７８万円で、前年度と比較し５２億５，７０４万円の大幅な増加となって

いる。この大幅な増加は主に、地方公営企業会計制度の改正により、今年度より建設改良等の財源に

充てるための企業債や退職給付等の引当金を負債に計上したためである。 

構成は、固定負債４３億３，５２７万７千円、流動負債１３億３，２８４万５千円、繰延収益６，

１６５万８千円となっている。 

固定負債の内訳は、企業債３０億３，０７９万３千円、引当金１３億４４８万４千円で、建設改良

費等の財源に充てるための企業債のうち流動負債への計上額を除いたものと、病院会計において負担

すべき退職給付引当金を計上したものである。 

流動負債の主なものは、１年以内に償還を予定している分の企業債４億５，９９９万８千円、未払

金３億９，１４４万２千円、一時借入金２億６，０００万円、賞与及び賞与に係る法定福利費の引当

金１億９，７７７万４千円である。 

繰延収益は、長期前受金から長期前受金収益化累計額を差し引いたものである。 

なお、流動資産と流動負債の関係については、地方公営企業会計制度の改正の影響により流動負債

が流動資産を上回り、短期債務に対する支払能力を示す流動比率は６３．６％となっている。 

 

（３）資本について 

 資本総額は△１０億２，９５４万２千円で、前年度と比較し５５億７，４２９万８千円の大幅な減

少となっている。この大幅な減少は、地方公営企業会計制度の改正により、借入資本金に計上してい

た当該企業債を負債に振り替えし、みなし償却制度の廃止に伴う措置として資本剰余金の多くを負債

の繰延収益へ振り替えしたためである。また、地方公営企業会計制度の改正で多大な退職給付引当金

を計上したことにより、２０億５５３万６千円の純損失となったことも影響している。 

構成は、資本金４８億９７９万７千円、欠損金５８億３，９３３万９千円となっている。 

 

５ 剰余金計算書 

（１）資本金について 

 自己資本金は、一般会計出資金の受け入れにより前年度と比較し２億４，８９０万３千円（５．５％）

増加し、４８億９７９万７千円となった。 

 借入資本金は、地方公営企業会計制度の改正により表示区分が変更となり、前年度末残高で３７億

５４万１千円であった当該企業債を負債等に振り替えたため、当年度末残高は０円となった。 

 

（２）資本剰余金について 

当年度、地方公営企業会計制度の改正のため、みなし償却の廃止に伴う経過措置として、国県補助

金１億６８２万７千円、工事負担金２，９８２万２千円、寄附金４，１６４万９千円、受贈財産評価
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額１２４万円を長期前受金に振替する一方、受贈財産評価額が１，９８７万７千円増加したため、資

本剰余金は７，３２８万円となり、前年度と比較して１億５，９６６万１千円（６８．５％）減少し

た。 

 

（３）利益剰余金について 

 減債積立金は、前年度と同額の１１１万３千円である。 

 欠損金については、前年度未処理欠損金が３９億５，０７３万２千円であり、地方公営企業会計制

度の改正のため、みなし償却の廃止に伴う経過措置としてその他未処分利益剰余金４，２５３万７千

円が発生したものの、当年度純損失が２０億５５３万６千円となったため、当年度未処理欠損金は５

９億１，３７３万２千円となった。また、医業収益に対する累積欠損金比率は１１５．４％となった。 

 

６ 財務分析 

（１）構成比率について 

 総資産のうち固定資産の占める割合の適正化を示す固定資産構成比率は８２．０％で、前年度を０．

５ポイント上回っている。これは、一般的に比率が大きければ、資本が固定化の傾向にあるとされて

いる。 

 次に、負債・資本のうち固定負債の占める割合である固定負債構成比率は９２．２％で、地方公営

企業会計制度の改正により、固定負債に退職給付引当金を計上した影響等もあり、前年度を１８．４

ポイント上回っている。この比率は、小さいほど経営安定とされている。 

 

（２）財務比率について 

 固定資産の調達が自己資本と固定負債の範囲内か否かをみる固定資産対長期資本比率は１１４．

４％で、地方公営企業会計制度の改正の影響により、前年度より２４．４ポイント増加した。この比

率は、１００％以下が望ましいとされている。 

 また、短期債務に対する支払能力を示す流動比率は６３．６％で、地方公営企業会計制度の改正で

新たに企業債や引当金を流動負債に計上したことや一時借入金が増額したことにより、前年度より１

３０．６ポイント減少した。この比率は、一般に２００％以上が望ましいとされている。 

 現金比率は即時支払能力を示すもので、１．１％となっており、前年度に比較して３．０ポイント

減少した。この比率は、一般に２０％以上が望ましいとされている。 

 

（３）一般会計負担金等について 

 現在、一般会計繰入金、一般会計出資金等として一般会計から８億円の負担を受けている。しかし、

単位病床数あたり負担金額は近隣の市立病院と比較し最も少ない状況である。 
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一般会計負担金等の推移        （単位：円） 

年度 
収益的収支 資本的収支 

合計 
一般会計負担金 負担金交付金 一般会計出資金 

24 113,121,000 352,809,000 234,070,000 700,000,000 

25 116,146,000 385,986,000 297,868,000 800,000,000 

26 124,990,000 426,107,000 248,903,000 800,000,000 

 

（４）損益勘定留保資金及び補てん財源について 

 減価償却費、固定資産除却費及び長期前払消費税償却（以前は繰延勘定償却）は、それらの資産か

ら稼得される収益と期間的に対応させて、期間利益を適正に算定することを目的としているものであ

る。また、これらの費用は現金支出を伴わないものであるために、その償却費の計上分だけ償却資産

に投下された貨幣資本が企業内に留保され、その結果、投下貨幣資本が回収される効果をもっている。

すなわち、この内部留保資金をもって新たな資産を購入するといった自己金融の役割を担っている。 

 しかしながら、損益勘定留保資金は欠損金及び資本的収支不足額の補てん財源として使用され、平

成２６年度末の残高は１，７０８万２千円である。今後の固定資産の更新・修繕時には、内部留保資

金である損益勘定留保資金が不足することから、そのほとんどを地方債（起債）や一般会計補助金等

で対応しなければならない状況にある。 

 

病院事業補てん財源内訳書            （単位：円） 

減価償却費
固定資産

除却費

長期前払

消費税償却

長期前受金

戻入

退職給与

引当金
当年度欠損金 計

消費税資本的

収支調整額

過年度分損益

勘定留保資金

当年度分損益

勘定留保資金

翌年度繰越

補てん資金

24 417,742,793 4,448,484 28,952,729 △ 343,138,137 108,005,869 175,096,483 581,307 174,515,176 0 311,619,861

25 431,677,593 6,081,183 11,708,490 △ 287,963,262 161,504,004 240,935,707 540,379 240,395,328 0 232,728,537

26 444,622,502 1,668,330 10,176,015 △ 8,859,425 1,304,484,039 △ 2,005,536,031 0 216,520,329 874,235 215,646,094 0 17,082,443

年

度

損　益　勘　定　留　保　資　金
資本的収支

不足額

補　て　ん　財　源

 

 

７ まとめ 

（１）病院事業の概要 

 市立加西病院は、市唯一の急性期病院・総合機能病院として市民にとって必要な医療と保険機能を

提供してきている。特に安全に直結する救急医療と入院医療は、市民の期待と要望も大きく、自治体

病院最大の役割でもあるが、近年の医療費抑制政策や医師・看護師不足等、医療を取り巻く環境は厳

しさを増している状況にある。 

 当年度は、経営と医療の質の一体的向上を目指して、医療の質、経営の質、教育研修、患者・地域

住民の視点から各部署の目標を定め、経営の改善に取り組むとともに、市民が安心して暮らし続ける

ように安心・信頼のできる医療提供に努めている。 
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 人材面においては、産婦人科医師を更に１名確保し３名体制とし、小児科医師においても常勤医師

１名を確保した。また、施設面では、駐車場不足を解消するため健康増進センター跡地を整備し、既

設の３１台分を含め１１１台分の駐車場を確保した。 

 今後も経営改革を進め、地域の医療機関等との連携を強化するなど、質の高い医療の提供を目指す

とともに、経営体質の強化を図られることを期待するところである。 

 

（２）経営の安定について 

本年度の患者数は、入院が前年度比２，１４５人減の７７，９２７人、外来が前年度比２，７０５

人減の１３６，９０２人で、ともに前年度を下回り、入院収益も前年度比２億１，５０１万２千円減

の３４億６，１７１万９千円で、医業損失は前年度比２億５７２万円増の７億８，９３６万２千円と

なっており、会計基準の見直しに伴う特別損失等も含めて、事業会計の収支不足分は水道事業会計か

らの一時借入金で対応している状況である。国の医療改革、会計基準見直し等の過渡期で、厳しい経

営環境にあるが、今後も安定的な経営の継続に努められたい。 

 

（３）地方公営企業会計基準の見直しについて 

 地方公営企業会計制度は、企業会計制度との整合性を図る観点等から、全面的な会計基準の見直し

が行われ、平成２６年度予算・決算から新会計基準が適用されている。 

以前から新会計基準に基づく会計処理に必要な情報の収集、新会計基準移行に伴う影響額の検証、

システムの改修、会計規程の改正等、会計基準の見直しに対する準備を進めた結果、予算の適正な管

理執行に基づく決算となっている。 

今後も地方公営企業会計制度の改革の趣旨を踏まえて、わかりやすい経営実態・財務情報の開示に

努められたい。 

 

（４）診療収入の窓口未収金（患者の自己負担分）について 

 各年度会計決算の不納欠損処分後の診療収入の過年度窓口未収金は、次のとおり推移している。 

 

          平成２４年度  ３２，８１１，２１６円 

          平成２５年度  ３２，９８７，４５５円 

          平成２６年度  ２９，４５７，４２５円 

 

 平成２６年度の過年度窓口未収金は前年度に比べ３５３万円の減少であった。当年度は訪問徴収に

注力した結果、前年度診療分について高い徴収率だったが、今後も、督促状の送付、受診時の支払相

談の実施、本人への未収の確認や誓約書への記入など、職員連携のうえ早期対応を心掛け、未収金の

回収に努められたい。 


